
環境保全型農業総合支援事業実施要領 

 

第１ 目的 

  この要領は、家畜排せつ物の利用について円滑な堆肥流通利用を図るため、広域

的に堆肥を流通させる組織作り及び耕畜連携を積極的に推進することを目的とし

て定める。  

 

第２ 事業の内容 

 １ 地域連携堆肥流通促進対策 

  耕種農家との連携による広域流通体系を確立するため、市町村・農業団体、３

戸以上の営農集団等が事業主体となり、堆肥貯蔵施設等を整備する。また、堆肥

を地域外に供給する広域的な耕畜連携の組織づくりに関する取組に対して支援

する。  

２ 地域環境調和型畜産施設緊急整備 

  ３戸以上の営農集団（畜産農家を含む）が事業主体となり、悪臭等予期しなか

った環境問題等が発生した場合に対応出来るような施設の改良およびそれら問

題等の発生を防止するための施設の整備に対して支援する。 

 

第３ 事業区域 

   県内全域とする。 

 

第４ 事業の推進体制 

   この事業を実施する事業主体は、広域本部及び広域本部地域振興局の農業普

及・振興課、市町村、農業協同組合等関係機関との連携体制を整備し、積極的な

取組がなされること。 

 

第５ 助成 

   県はこの事業の実施に要する経費のうち別表に掲げる事業について、予算の範

囲内において補助するものとする。 

 

第６ 事業実施 

本事業の実施については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則３ 

４号）及び熊本県農業振興補助金等交付要項（以下「要項」という。）に定める 

もののほか、この要領に定めるところによる。 

 

第７ 事業実施計画の認定申請 

 １ 要項第３条の事業実施計画承認申請書は別に知事が定める期日までに提出す

るものとする。 



 ２ 事業実施計画承認申請書に添付する事業計画書は、別記第１及び２号様式によ

るものとする。 

 

第８ 事業実施計画の変更承認申請 

   要項第５条第１項の事業実施計画変更承認申請書に添付する事業実施変更計

画書は別記第１及び２号様式を準用する。 

 

第９ 補助金の交付申請 

   要項第６条第２項の事業計画書は別記第１号様式によるものとする。 

 

第 10  補助金の変更交付申請 

   要項第８条第２項の事業変更計画書は別記第１号様式を準用する。 

 

第 11 交付決定前着工 

   要項第９条の補助金等交付決定前着工承認申請書の様式は別記第３号様式に

よるものとする。    

 

第 12 事業実績報書 

   要項第１３条第２項の事業実績書の様式は別記第１及び第２号様式を準用す

る。 

 

第 13 補助金の請求 

   要項第１５条第２項の規定により、補助金の交付を概算払い又は前金払いによ

り受けようとするときは、別記第４号様式によるものとする。 

 

第 14 財産の処分の制限  

要項第１７条第１項の別に定める期間は、農林畜水産業関係補助金等交付規則

（昭和３１年農林省令第１８号）第５条に定める期間を準用する。 

 

  附則 

   この要領は平成１９年４月１７日から施行し、同年４月１日から適用する。 

  附則 

   この要領は平成２４年６月６日から施行し、同年４月１日から適用する。 

  附則 

この要領は平成２７年５月７日から施行し、同年４月１日から適用する。 



別表

事 業 種 類 事　　業　　内　　容
補助事業者及び事業

実施主体
採 択 要 件 補 助 率

市町村 事業種目(1)の1)に関する採択要件 １／２以内
農業協同組合連合会
農業協同組合
農事組合法人
営農集団

1)堆肥貯蔵施設等の整備に対する補助
　堆肥化貯蔵施設、切り返し機、堆肥散布車 等

12,000千円
2)組織づくりに関する取組に対する補助 事業種目(1)の2)に関する採択要件
 ①堆肥散布請負組織作り関する経費 １／２以内

 ③堆肥施用の効率化を図るための取組に関する経費 1,000千円

事業種目(2)に関する採択要件 １／２以内

12,000千円

 (1)地域連携堆
肥流通促進対策

　この事業は、耕種農家との連携による広域流通体系を
確立するため、市町村・農業団体、３戸以上の営農集団
等が事業主体となり、堆肥貯蔵施設等の整備、並びに堆
肥を地域外に供給する広域的な耕畜連携の組織づくりに
関する取組に対して補助する。

事業費の1/10を市町村
または農業協同組合が
負担する場合は、積極
的に採択する

・堆肥の利用供給協定が結ばれているこ
　と、もしくは当該年度までに協定を結
　ぶことが確実に見込まれること。

・施設で利用する堆肥は、県内畜産農家
　から供給された堆肥であること。 事業種目(1)の1)に関す

る補助上限額ただし、農事組合法
人及び営農集団が事
業主体として実施す
る場合は市町村が補
助事業者として実施
するものとする。

 ②堆肥散布作業等の労力を軽減するための取組に関す
   る経費

・環境負荷低減の観点における施肥基
　準、防除指針あるいはそれに準ずる
　指針等が作成されていること。

事業種目(1)の2)に関す
る補助上限額

・事業主体が営農集団である場合は、農
　協および市町村の支援が行われること。

(2)地域環境調
和型畜産施設緊
急整備

　この事業は、市町村・農業団体、３戸以上の営農集団
等（畜産農家を含む）が事業主体となり、悪臭等予期し
なかった環境問題等が発生した場合に対応出来るような
施設の改良およびそれら問題等の発生を防止するための
施設の整備に対して補助する。

事業費の1/10を市町村
または農業協同組合が
負担する場合は、積極
的に採択する

・営農集団の場合、畜産農家１戸を含む３
  戸以上であること

　堆肥化処理施設、浄化処理施設、攪拌機械、切り返し
機、ふん尿運搬車、堆肥散布車 等

・家畜排せつ物法に基づく指導助言書の交
　付を受けていないこと。

事業種目(2)に関する補
助上限額



別記第１号様式

第１ 事業計画表

　　環境保全型農業総合支援事業費の補助金の対象となるもの 市町村名

事　業　内　容

事 業 実 施 施 設 の 備考

主 体 名 所 在 地 対象事業名 事業種目名 戸数

 （取組名）

（ha、頭、羽） 円　　　　　　円　　　　　　円　　　　　　円

事　　　　業　　　　費

事業量

（単価、回
数、基数、台
数、面積等)

　(工種、施設区
分、構造能力等)

計

面   積

頭羽数

市町村名

事　業　名

事業費

受 　　　益
対 象
作目
等 名
(作物
名)

地目別

その他

竣工予定
年月日 市町村費

負　　　　担　　　　区　　　　分

県　費



別記第２号様式

整理番号
実施年度

○△エコロジー組合

熊本県 ○○町

平成　　年　　月　　日

平成○○年度環境保全型農業総合支援事業計画書

事業実施主体名

No
平成  年度



１）参加農業者の概要

水田 畑 計 計 計 年齢 後継者

現況 　

目標

現況 　

目標 　

現況

目標

現況

目標

現況 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目標 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２）フローチャート（現況・計画）
現況

計画

※全体の流れがわかるよう記入してください。
　　大きさについては適宜調整してください。

 

 

 

計

氏名

認定農業者認定日

 

 

住所 備　　考飼養頭数(頭） 作物作付け延べ面積(a）
区分

耕地面積(a）

 

 

 

 



３）機種選定比較表

１位 ２位 価格 性能 経済性 適合性 堅守性 普及度 アフターケア

県名：熊本県

採　　草 混　　牧
放牧地 林　　地

ha ha ha ㎡ ha ha

区分 機種名

検討結果⑧

施設の設置場所⑦

その他（農地・採草
放牧地・混牧隣地）

農用地区域（用途区分）

内の農用
（農振外）

農業用施設用地農地

農振白地
農用地区域（用途区分）

（農振地域

地区域外）
内の農用農業用

施設用地

の地域
その他

事業対象（受益）面積⑥

の地域
農振白地 その他

（農振外） 地区域外）

（農振地域

選定理由構造規格

地区名

▲×地区

農業振興地域
市町村名 指定年月日

①

農振整備計画
認可年月日

○○町

②

事業内容⑤

その他

平成  年度環境保全型農業総合支援事業と農振制度との検討結果表

特別管理地域
等指定年度

③

選定機種

土地基盤

評　　　　　　価

事業実施
予定年度

④ 施設



別記第３号様式

　

　熊本県知事　　潮谷義子　様

　　　

　１．事　業　種　目  　

  ２．事業量

  ３．事業費

  ４．事　業　主　体

  ５．着工予定年月日

  ６．竣工予定年月日

  ７．補助金等交付決定前着工を必要とする理由

　８．工程表   別紙に記載

別記条件

　　第　　　　号

平成　年　　月　　日

所 在 地

名　　称

代表者氏名

３．当該事業については、着工から補助金交付決定を受ける期間内においては、計
　　画変更を行わないこと。

記

１．補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の理由によって実施した
　　事業に損失を生じた場合、これらの損失は事業主体が負担するものとする。

２．補助金交付決定を受けた補助金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しな
　　い場合においても異議がないこと。

　平成　年度農業総合支援事業実施計画に基づく別添事業について、別記条件を了
知の上、交付決定前に着工したいので熊本県農業振興補助金等交付要綱第９条の規
定により承認されたく申請します。

　　　平成　年度環境保全型農業総合支援事業交付決定前着工承認申請書



別記第４号様式

市町村名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業種類 補助金中 事業完了

（事業種目） ９割相当額 金額 出来高 金額 出来高 金額 出来高 予定日

円 円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％

既受領額（Ｂ）

合　　　計

平成○○年度環境保全型農業総合支援事業費補助金概算払（前金払い）請求明細書

残額（Ａ－Ｂ－Ｃ）
備考

地
区
名

今回請求額（Ｃ）
補助金（Ａ）　事業主体名 事業費


